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■Abstract
This research report aims at exploring the actual situation of electronic com-

merce which is rapidly developing in China in recent years. Our research project
was conducted from 13th to 16th September 2017, mainly by visiting and interview-
ing Chinese facilities and enterprises that are related to e-commerce. In the sur-
vey, we selected Suning and Alibaba as prime targets, and clarified the process of
relations of offline and online, Alibaba cooperative development, and OOH adver-
tising in China.
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１ はじめに

本研究ノートは，2017年度 専修大学経営研
究所大型研究プロジェクトとして「日中における
BtoC電子商取引の研究：オンラインとオフライ
ン事業の展開を中心として」のテーマの下で行わ
れた研究成果である。
調査の実施期間は，2017年 9月 13日から 16

日までの日程で行われ，主に中国の電子商取引に
関連した企業へのインタビューと施設視察を中心
に調査に取り組んだ。中間報告として，すでに
2018年 2月 6日に経営研究所において研究報告
会を開催した。本研究ノートは，該当研究期間の
なかで，主に実態調査を中心に行われた研究を
ベースに調査メンバーで取りまとめたものであ
る。
調査メンバーと主な専門の研究領域は，金成洙
教授（研究統括，消費者行動研究）を代表とし
て，田口冬樹教授（流通研究），石崎徹教授（広
告・コミュニケーション研究），橋田洋一郎教授
（ブランド・製品開発研究）である。さらに調査
協力者として，本学大学院経営学研究科博士課程
陳浩博氏（現在：江蘇省南京市 金陵科技学院専
任講師），本学修士課程 宋璧羽氏（現在 HL株
式会社勤務），ならびに福建省厦門市 厦門理工
学院准教授 楊陽先生にも参加していただいた。
なお，陳浩博氏には訪問企業との連絡やインタ
ビューの手配，それに通訳などでご尽力いただき
感謝申し上げる。
今回の調査対象は，訪問企業として蘇寧雲商

（現在の社名は蘇寧易購・Suning）（9月 14日），
アリババ（阿里巴巴・Alibaba）（15日）を選定
し，それぞれの企業において施設視察と担当者へ
のインタビュー調査を行った。ご多忙な時期に，
われわれの訪問を快く受け入れてくださり，視察
やインタビューにご協力いただいた両社の担当者
や関係者に厚く御礼申し上げる。

２ 訪問企業の選定理由

本研究は，近年，中国において急速に発展する
電子商取引の実態を探ることを狙いとしている。
訪問企業として蘇寧雲商とアリババを選定した理
由は，（1）それぞれの企業が電子商取引による成
長戦略に積極的に関与していること，（2）それぞ
れの業界でトップシェアを有するリーダーである
こと，（3）蘇寧雲商はオフライン店舗からオンラ
イン店舗へ拡張しており，逆にアリババはオンラ
イン店舗からオフライン店舗へと拡張しているこ
と，（4）両企業間での戦略提携が行われており，
それぞれの視点から中国における電子商取引の発
展動向を把握しやすいと判断したことがあげられ
る。

３ 蘇寧雲商（現在の社名は蘇寧易購・
Suning）の発展過程と特徴

3．1 社名の由来と全国チェーン化
訪問当時は社名が蘇寧雲商であったが，後でも
詳しく触れるように，2018年 2月からは蘇寧易
購に変更されている。蘇寧の本社は南京市にあ
り，訪問した際に企業躍進の歴史を紹介する展示
館に案内され，大画面での動画と展示パネルを中
心に会社の概要を解説してもらった。その後イン
タビューに入り，事前に質問として提出していた
①蘇寧のポジショニングについて，②O 2 O戦略
について，③事業内容について，④リアル店舗に
ついて，⑤タッチポイントについて説明していた
だいた。本稿ではこれらの説明のなかで①，③お
よび④を中心に蘇寧の発展過程と，最近の特徴的
な取り組みを考察したい。
蘇寧雲商の前の社名は蘇寧電器である。創業者
は張近東氏であり，1984年に南京師範大学の中
文学科を卒業後に，89年まで南京市鼓楼区工業
総公司という会社で働き，やがて家電需要の高ま
りを見越して本業の仕事以外にエアコンの設置工
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事を請け負い，独立を果たした。蘇寧電器の創業
は 1990年である。蘇寧という社名の由来は，そ
の 1号店舗が南京市内の江蘇路と寧海路の間に位
置していることから，蘇の道路と寧の道路の地名
に因んでいる。始めはエアコンを主に扱い，日立
やダイキンといった日本の輸入品を扱っており，
中国では当時エアコンは贅沢品だったため，企業
や官公庁が主要顧客だったという。

1996年に初めて南京以外の都市，楊州に出店
することでチェーン展開が始まる。それまでエア
コンの専売店であったが，1999年に南京の中心
部に総合型電器店を旗艦店としてオープンした。
2000年を契機に 1級都市と 2級都市にチェーン
ストアのネットワークを拡大している。従来，中
国の場合，省を超えて出店することが地方政府の
抵抗で制約されることが少なくなかったことを考
えると，ローカル・チェーンやリージョナル・
チェーンから 2000年以降は急速に全国（ナショ
ナル・）チェーン化が展開される時代になって
いったことを示している。ちなみに，上海には
2011年に旗艦店を出店させている点も注目でき
る。

2009年には，日本のラオックスを買収し，そ
の後，中国でのラオックス・ブランドの展開（上
海，北京，南京出店）を進める一方で，ラオック
スを日本への観光客案内の窓口や日本のサブカル
チャー発信の拠点と位置づける試みが行われた。
それと他の重要な役割として，ラオックスを日本
の総合商社などの大企業との交渉の部門（蘇寧の
国際部門）に位置づけ，ラオックス経由で日本の
商品を導入している点も強調していた。

2009年度のエポックとしては，中国家電小売
業界の売上高首位の国美電器を抜き，蘇寧がトッ
プとなったことも特筆できる。さらに 2010年に
は，ネット通販である ECサイト蘇寧易購（Sun-

ing.com）をスタートさせており，オフライン店
舗のみならず，電子商取引への挑戦が始まった。
蘇寧の歴史は，創業時はエアコンの販売から始
まり，顧客は法人が主流であったという。やがて
経済の発展と所得水準の上昇は家庭での家電製品

の需要を増加させ，蘇寧はエアコン以外の総合的
な家電製品の扱いへと品揃えの拡張を実現し，総
合家電量販店としての業態を確立する。しかし，
取扱商品は次第に家電製品の枠を超えた非家電製
品やサービスの品揃えへと，さらに小売事業以外
の他の事業分野への多角化を推進していく。後に
触れるように，さまざまな事業分野への多角化が
本社の社名と合致しなくなってきたことで，2013

年には社名から電器という文字を外し，蘇寧雲商
への社名変更を行っている。名は体を表さないほ
ど，急速に蘇寧の事業は家電販売を超えた広がり
を示すようになっている。

3．2 事業の多角化とさらなる社名の変更
社名の変更後，2014年ごろからはさらに家電
事業以外の他産業への多角化が積極的に推進され
るようになった。その理由には，家電販売の利益
が競争激化や主要な家電製品の普及により制約さ
れるようになったことが背景として指摘される。
蘇寧雲商の経営が，モノだけではなくコトへの展
開として，中国の消費者の文化への関心を高め，
消費を活発化することを目指すようになってい
る。そのため文化やスポーツ産業の発展に寄与す
る事業活動へと拡張する動きが顕著である。

2015年には，ライバルのアリババと戦略提携
を行い，アリババはオンライン，蘇寧はオフライ
ンの店舗からのデータを相互利用できる関係を構
築した。アリババから 283億元（約 4670億円）
の資本を受け入れて資本・業務提携することに
なった1）。その大きな理由は，蘇寧のライバルで
もある家電製品で強みを持つ京東商城（JD.

com：JD（ジンドン）ドット・コム）に対抗する
ためであった。アリババから情報技術を学び，蘇
寧は強みである物流でサポートし，アリババのオ
フラインへの進出を蘇寧が長年蓄積してきたノウ
ハウを活かして補完できる関係を構築しようと
狙っていた。蘇寧にとっては，これをテコにこれ
まで不十分だったオンライン戦略を強化し，京東
商城への対抗策として蘇寧易購とアリババの持つ
巨大なチャネルである Tモール（天猫 Tmall）を
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同時に活用しながら，ネットでも勢力拡大を図ろ
うとしていた。
さらにわれわれが訪問した以後の 2018年 2月

7日には，蘇寧易購という社名に変更している。
ECサイト蘇寧易購（Suning.com）を活かした社
名になっており，その変更の理由は「『蘇寧易購』
のブランドの更なる知名度向上と蘇寧グループが
掲げる『ハイテク蘇寧，スマートリテール』の戦
略を周知，確立する」2）ためとの説明が公表され
ている。現在の正式な社名は，蘇寧易購集団股份
有限公司である。
以下の図表 1は，蘇寧が小売企業としての事業
のポジションを維持しながら，2014年以降は投
資，文化・エンターテインメント，金融，スポー
ツなどへ事業の多角化を積極的に推進してきたこ
とを示している。なぜ家電以外の事業に手を広
げ，事業多角化を推進するのかという質問に対し
ては，先にも触れたがインタビューの中でも，家
電製品や電子機器だけでは一年に一度の購買程度

で高い購買頻度が期待できないことに加えて，利
益率が低いので総合生活へ，モノからコトへ，オ
ンラインでのタッチポイントの増加へとシフトさ
せてきたことを強調していた。投資，文化・エン
ターテインメント，金融，スポーツなどへの進出
を通して，オフラインとオンラインの融合による
同時展開で，顧客とのタッチポイントを増やすこ
とで消費の拡大や新たな顧客価値の創造を図ろう
としている。総合家電に限らず，他の様々な事業
分野への多角化によって，生活やビジネスをサ
ポートする関連企業を育成し，かつ買収などに
よって蘇寧グループ（集団）・エコシステムでの
発展を推進しつつある。グループ内で顧客データ
を共有し合うことで，グループ内で取引を生み出
すチャンスを増やし，合わせてコストを抑え，リ
スクを抑制するといった範囲の経済性や規模の経
済性を期待している点もインタビューでの説明か
ら感じ取ることができた。

図表 1 事業多角化の動向

事業領域 概要

商業

オフライン＆オンライン小売戦略�全品目の総合的な取り扱い�各家庭のターミナルを 1つにして常にワン
ストップサービスが提供できる仕組みを目指す。85以上の都市でのショピングモールの展開，2級都市以下
ではローカルな消費者に向けたオンラインでの買物促進，24時間営業のコンビニ展開による日用品と生鮮
食料品の販売，レッド・ベイビー（2010年）買収でのベビー用品の販売など。蘇寧電器（1990年創業），イ
ンターネット通販として蘇寧易購設立（2010年）。蘇寧易購に社名変更（2018年）。

物流
商業，工業，物流，科学技術，住宅を対象（全国 80を超える都市でソネスクエア，ソネライフスクエア，
科学技術パーク，物流工業パークのシリーズ展開），高級ホテル，ショッピングセンターの全国展開（イン
ターネットを応用したインテリジェント・アーバンライフ）。蘇寧物流（2012年設立）。

投資
小売，金融，不動産，ベンチャーキャピタルなどの分野へのエクイティ投資，金融投資の実施，レッド・ベ
イビー・TTK（物流会社），ラオックスなどの買収によって産業資金の適正配分�中国をリードする産業投
資グループを目指す。蘇寧投資（2016年設立）。

文化創意
（創造）

新メディア，映画（シネマ），映画エンターテインメント�映画産業サプライチェーンの展開�商業，文化，
娯楽，映画，メディア，科学技術の整合経営に力を入れている。蘇寧文創集団（2015年設立）。

金融
消費者金融，インターネット金融，企業金融，蘇寧金融生態系（証券，保険，銀行，信託の金融ライセンス
の取得）の確立，金融本部の中での IT専門人材の活用によるビッグデータサービス，IT技術センターの開
設。蘇寧消費金融（2015年設立）。

スポーツ
国内外のサッカークラブ経営，スポーツメディア，青年トレーニング，マーケットプロモーション，試合運
営，商業小売�産業一体化，チェーン経営によって国際的にリードするスポーツ産業グループを目指す。イ
ンテル・ミラノの買収（2016年）。江蘇蘇寧足球倶楽部（2017年設立）。

（出所）2017年 9月 14日のインタビューと展示パネルから作成。
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3．3 蘇寧が目指す方向：オフラインとオンライ
ンの融合
蘇寧の今後の目標について訪ねたところ，中国
のウォルマート，アマゾンを目指すという説明で
あった。小売企業としてのポジションを維持し，
オンラインとオフラインを融合した店舗を目指す
ということも強調していた。先に取り上げた蘇寧
易購（Suning.com）を例に，訪問してくる顧客
に最高の利便性やユーザー体験を提供しながら，
そこから得られる顧客データの収集と分析による
小売事業や関連事業での活用を図り，さらには小
売・物流・金融で明確な収益モデルを構築する方
向を強調していた。われわれが訪問した 2017年
の時点で，すでに南京市や上海市で顔認証システ
ムを導入した無人店舗の展開例を紹介していた。
予めスマホ決済サービスに登録すれば，店舗出口
のカメラで顔認証をするだけで，自動的に決済が
できる仕組みである。
このことは，オンラインの拡大と，オフライン
の充実をバランスよく展開することを狙った戦略
の特徴となっている。すでに，われわれのインタ
ビュー調査以降の蘇寧は，小型店舗と大型店舗の
両面でオフラインの強化にも注力している。2018

年 4月にはカルフール傘下のコンビニであるディ
ア（Dia）を買収し，273店のコンビニを蘇寧の
コンビニブランド「蘇寧小店」に改造する計画を
発表した。また 2019年 4月に大手不動産の万達
グループ傘下の百貨店「万達百貨」のうち 37店
舗を買収し，蘇寧のショッピングセンターに改造
している。これは大型ショッピングセンターの展
開が少ない蘇寧にとって重要度の高い案件であ
り，中国カルフールを買収する動機にも関係して
いる3）。
いま中国でも，アメリカのアマゾンとウォル
マートの動きに見られるように，小売流通は，そ
の方法が買収であれ独自の新規参入であれ，オフ
ラインからオンラインへ，オンラインからオフラ
インへの進出で両側面の融合が進んでいる。2019

年 6月になって，蘇寧易購はフランス発で中国市
場に最も早くに参入（1995年）し，外資系小売

企業として先発優位性を発揮してきたカルフール
を買収するとのニュースが報道されている。さら
に，ECサイトを運営するテンセント（騰訊控
股：Tencent）はドイツ流通大手のメトロの中国
事業を買収しており，アリババはすでに 2017年
に大手百貨店の銀奉商業を買収している4）。
このことは，中国の流通における 2つの象徴的
な変化を示唆している。まず 1つは，中国の小売
業界においては，当初は海外からの先進的な経営
技術を合弁などで貪欲に学習し，現地に合致した
方法で改良を重ね，やがて外資系企業以上の成果
を発揮できるまでになって外資を駆逐するパター
ンが観察できる。これまで中国の流通は，2001

年のWTO加盟を契機に外資系小売企業の参入が
増加し，現地小売企業との合弁により，進んだ小
売技術を移転することで流通の近代化が図られ
た。カルフールは中国の流通近代化のリーダーで
あったと言っても決して過言ではない。やがて，
オフライン小売企業の経営技術が国内現地の小売
企業に浸透し，先進的とみられた外資系小売企業
からカントリーキラーとして成長してきた国内現
地小売企業へとパワーがシフトしてきた。蘇寧の
場合，カルフールを買収する理由は，蘇寧にとっ
ては食料品を軸にした総合商品小売企業の運営ノ
ウハウが食料品中心から発展してきたライバルと
比較すると大きく不足しており，そのギャップを
克服するためにカルフールが魅力的であったため
と考えられる。蘇寧は短期間で弱点を克服するた
めに提携や買収によってカバーする戦略を進めて
いるが，カルフールの老朽化した店舗やオフライ
ンベースの経営ノウハウを果たしてどれだけ活用
し，顧客価値に結び付けられるかが課題となって
いる。そのためカルフールの店舗と自社の店舗を
デジタル技術で統合しようとする構想も打ち出し
ており，顧客ニーズや競争関係が急速に変化する
中国市場において，ライバル以上に顧客に選ばれ
る企業となれるかが問われている5）。
もう 1つの変化は，中国市場においてカルフー
ル，テスコ，ロッテなどの撤退やウォルマートや
アマゾンなどの苦戦に象徴されるように，外資系
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小売企業が十分に体験していない，より独自性の
強い流通の動向が中国に生まれている点である。
中国は，独自の政治体制の下で世界の最先端を行
くモバイルペイメントによるキャッシュレス化を
推進し，決済や信用から他の様々なサービスへ誘
導し，それぞれの分野から得られるデータ獲得と
蓄積を活用して，新たな顧客価値を提案しようと
激しい競争を繰り広げている。中国企業がイン
ターネット，スマートフォン，顔認証，音声認識
などの最新のデジタル技術によって消費を牽引す
ることで，新しい経済に作り替えようとする国策
（「インターネット＋」および「中国製造 2025」
によるイノベーションの創発と科学技術強国やデ
ジタル先進国の推進）に合致していたという点も
重要である。蘇寧雲商の社名がわずか 5年で蘇寧
易購に変更されたように，中国でのデジタル技術
をベースにした新たなビジネス・モデルによる社
会や流通の変革が進行している。
中国における特徴的な流通の変化は，上で指摘
したように，オフライン小売業においては外資系
小売企業よりも，現地顧客のニーズに習熟し，デ
ジタル技術を活用してタイムリーに品揃えを提供
できる地元の小売企業の方に優位性がシフトして
きたことである。さらに，中国での顧客獲得を巡
る小売競争が，デジタル技術を駆使した顧客デー
タの理解と活用に移行してきており，オフライン
とオンラインを融合させた新たな小売業態
（ニューリテール）による顧客価値提案の巧拙が
勝負の決め手になっている。中国の流通を主導し
てきた外資系小売企業の衰退と，ニューリテール
の流通イノベーションの躍進の構図も見えてきて
おり興味深い。そのため，伝統的なオフライン小
売業の経営方法に囚われたビジネスの流儀では魅
力ある顧客価値提案が難しい状況を生んでいる。
蘇寧易購が今後，さらにオフラインとオンライ
ンとの融合を目指す戦略を通して，さまざまな分
野に多角化した事業をどのように効果的に結び付
け，収益化できるのか，一層の飛躍を実現する過
程に注目していきたい（1-3の執筆担当：田口冬
樹）。

４ アリババ社の発展段階と特徴

4．1 社名の由来と主要事業
アリババ社は，1999年に中国の杭州出身の元
英語教師であるジャック・マー（馬雲，現会長）
が率いる 18人によってインターネット関係の
サービスを提供する企業として設立された。
アリババという社名の由来は，「アリババと 40

人の盗賊」に因んでいる。マーは，社名を考える
際に世界中に誰もが知っている，アリババを思い
付いたのである。すなわち，アリババは 40人の
盗賊が宝を手に魔法の洞窟に隠しているのを目撃
し，合言葉をいえば魔法の扉が開いて宝が入ると
いう物語がインターネットに通じると判断して名
を付けたという。こうしたことから，「Alibaba

Group’s mission is to make it easy to do business

anywhere. Alibaba Groupの使命は，どこでも簡
単にビジネスを行えるようにすること」となっ
た。
アリババ社は，こうしたミッションのもとで，
まず 1999年に中小企業向けの 1688.com（中国国
内向け）と alibaba.com（国際市場向け）という
B2B（Business to Business：企業対企業）電子
商取引サービスを開始した。

2000年代において，2003年は taobao.com（淘
宝網：タオバオ）という C2C（Customer to Cus-

tomer：個人対個人）の Eコマースプラット
フォームを立ち上げた。2004年はオンライン決
済プラットフォームの Alipay（支付宝，アリペ
イ）という電子決済のサービスを開始した。2008

年には，B 2 Cの電子商取引サービスである T

モール（天猫：Tmall）を発表し，2009年にはア
リババクラウドを設立した。

2010年代に入ると，2010年に Group Buying

サービスの Juhuasuan（ジュファサン）と海外の
利用者が物品を購入できる AliExpress（アリエク
スプレス）というグローバル BtoC（Business to

Customer：企業対個人）プラットフォームを発
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表した。2013年にマーは CEOを正式に退任し，
陸兆禧が新 CEOとして就任した。2014年には
ニューヨーク証券取引所に上場し，資金調達額は
250億ドル（約 2兆 7000億円）となり，史上最
大となった。2015年には，家電量販大手である
蘇寧雲商集団と資本・業務提携を締結した。2017

年には，上海市政府系の小売大手である百聯集団
と戦略的提携関係を結んだ。この提携によりアリ
ババ社が「ニューリテール」と呼ぶ，OtoO（On-

line to Offline：インターネット対実店舗）を提
携・融合し，相互に影響を及ぼす新たなビジネス
を展開できるようになった6）。アリババ社の
「ニューリテール」に関する詳細は，アリババ社
のインタビュー調査（2017年 9月 15日）で得ら
れた内容を参考に本稿の 4.3で紹介したい。
アリババ社の CSO（chief strategy officer：最
高戦略責任者）である Zeng Ming（曾鳴）によ
ると，アリババ社の主要事業は 8つに分類され，
プラットフォーム型企業としてさまざまな業務を
展開しているという。具体的には，①国内小売市
場（タオバオマーケットプレイス，Tモール，
ルーラルタオバオ），②海外市場（アリエクスプ
レス，Tモールグローバル，ラザダ），③卸売り
（国内：1688.com，グローバル：アリババドット

コム），④デジタルメディアおよびエンターテイ
ンメント（ヨウク・トゥードウ：オンライン動
画，UC：モバイルブラウザー，アリババピク
チャーズ，アリババミュージック，アリババス
ポーツ），⑤金融（アリペイを含むアント・フィ
ナンシャル，MYバンク），⑥物流（カイナオ
ネットワーク）⑦クラウド・コンピューティング
（アリババクラウド），⑧その他のサービス（オー
トナビ：地図とナビゲーション，コウベイ：ロー
カルサービス，Ele.me：デリバリー），である7）。

4．2 アリババ社の特徴
2014年 9月 19日にアリババ社は，世界最大の

IPO（新規公開株）で世界から注目を集めてい
る。アリババ社の 2014年 9月から 2019年 6月ま
での売上高は，図表 2のとおりである。2019年
度現在，アリババ社の売上高は 3768億元であり，
従業員数は 103,699人である。アリババグループ
の 2019会計年度は，2018年 4月 1日から 2019

年 3月 31日までの期間としている。
図表 2を見ると，とりわけ毎年 12月の売上高
は他の会計期間と比べて著しく高くなっている。
これは毎年の「双 11」（11月 11日）に実施され
るショッピングイベントと関連している。双 11

図表 2 各時期におけるアリババ社の総売上高（2014～2019 年） 単位：億元

（出所）https://www.alibabagroup.com（2014～2019）を参考に筆者作成。

Senshu Management Journal Vol.９ No.２

Study on B 2 C E-commerce in China 15



2500

2000

1500

1000

500

0
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

0.52 9.36 53
191

362
571

912

1207

1682

2135

は，2009年度からアリババグループの Tモール
がネットショッピングの日としてセールを始め，
他の ECサイトも追随している。図表 3は，2009

年～2018年までの双 11における Tモールの売上
高である。2018年の双 11における Tモールの売
上高は 2135億元であり，EC各社の双 11の売上
の合計が 3143億元であることから，Tモールの
売上高は全体の 67.9％を占める結果となった8）。

4．3 アリババ社とのインタビュー内容
アリババグループは，現在では BtoB（企業間
取引），BtoC（企業と消費者間の取引），CtoC

（消費者間の取引）のオンライン取引プラット
フォーム，決済サービス，クラウド・コンピュー
ティング等のサービスを提供している。中国全土
および日本，韓国，イギリス，アメリカ，インド
などの 70を超える拠点にインターネットを通じ
てサービスを提供している。以下では中国のアリ
ババ社を訪問し，事前に質問として提出していた
①アリババ社と中小企業との関係について，②ア
リババ社の「ニューリテール」について，③アリ
ババ社の電子商取引と他の関連事業（小売り，金
融，物流など）との提携について，④アリババ社
のリアル店舗について，⑤アリババ社のタッチポ
イントについての中から，上述のように②アリバ

バ社の「ニューリテール」について考察したい。
「ニューリテール」の概念はオンライン，オフ
ライン，サプライチェーン，データといった 4つ
の要素を融合することである。マー会長は「人類
は IT（Information Technology）時 代 か ら DT

（Data Technology）時代へシフトしている」と指
摘している。この 4要素の融合は，DT時代の
ビッグデータを AI（人工知能）が分析し，どこ
で何が必要とされているのか，各チャネルがどの
ような役割を果たすべきか，最終的にどこに届け
るべきかを，オンラインやオフライン，そして物
流の 3つの側面からリアルタイムで知ることがで
きるという。
このことは，オンラインとオフラインのあり方
が大きく変わることを意味している。具体的には
オフラインの強みは，オンラインではできない，
実際にモノを触ったり，体験したりすることがで
きる点である。オフラインのリアル店舗では，モ
ノをその場で売る役割からモノを体験し，楽しん
でから注文をするという役割へと変わっていくと
予測している。
一方，オンラインの強みは，モノについての口
コミやブランドストーリー，そして製品詳細な
ど，自分が欲しいと思う情報を得ることができる
点である。特に現在アリババ社が提供する T

図表 3 双 11 の Tモールの売上高（2009～2018 年） 単位：億元

（出所）鳳凰網（http://tech.ifeng.com 2017～2018），網易新聞（2014, 2016）を参考に筆者作成。
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モールは，オンラインでのモノを売るサイトか
ら，個々人に合わせたモノやブランドに関する情
報コンテンツを提供するメディアへと変貌を遂げ
ようと取り組んでおり，同時にこの新しい T

モールがオフラインの実店舗で使われるよう取り
組んでいる。
また，物流もあり方が変わっている。オンライ
ンとかオフラインを問わず，どの店で注文をして
も，自宅から最も近くにあるリアル店舗から商品
が届けられる仕組みを中国大手物流サービス企業
である，菜烏網絡（Cainiao Network）などが構
築している。
すなわち，Tモールでモノを知り，都市の実店
舗でモノを体験し，実店舗内の Tモールを使っ
てさらにモノを知り，自宅から一番近くの別の実
店舗からモノが配送される。このようなバリュー
チェーンの実現を目指しているのが，「ニューリ
テール」の世界であるという（4の執筆担当：金
成洙）。

５ アリババ社の共同開発

5．1 資生堂との提携
強固なパートナーシップを実現するため，アリ
ババ社は 2019年 3月 31日に資生堂（中国）投資
有限公司を通じて資生堂との戦略提携を締結した
（資生堂 2019）。また，中国浙江省杭州のアリバ
バグループ本社の近くに提携業務に特化した「ア
リババ×資生堂戦略連携オフィス」を新設した
（図表 4）。このような専用オフィスを設置したの
は，日本企業および全世界の化粧品会社のなかで
初の試みとなる。今回の戦略提携においてアリバ
バグループの持つビッグデータや消費者インサイ
トと資生堂の研究開発力を融合することにより，
商品開発，ブランディング，電子商取引，CRM

などの領域が強化される。結果として中国市場向
けの新商品開発や中国の消費者ニーズに適した
サービス提供が進められ，若者などの新たな顧客
層を獲得するよう目指される。資生堂との共同開

発商品の第 1弾として，ヘアボディケア・ブラン
ド「アクエア（AQUAIR）」から シ ャ ン プ ー
（Mild and Refreshing Scalp Shampoo）ならびに
トリートメント（Essence Oil for Split Ends）が
2019年 9月からアリババ社の Tモールで独占販
売された（図表 5）。頭皮や枝毛などの悩みに対
応するヘアケアの同商品は，アリババ社の天猫新
商品開発センター（TMIC）における 7億人近く
の消費者のビッグデータを活用した商品開発プロ
セスにより実現した。今後，共同開発商品のさら
なる拡充が予定されている。

図表 4 アリババ×資生堂戦略連携オフィス

図表 5 ヘアボディケア・ブランド「アクエア」
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5．2 共同開発の動機
共同開発にまつわる過去の研究は，「なぜ共同
開発を行なうのか」という問いに答えることから
始まった。これまで明らかにされている共同開発
の動機について，3つの視点からまとめてみたい
（橋田 2003，2004）。第一に，研究開発（R&D）
に関する動機である。より良い製品をつくるため
には充実した R&Dを整えることが求められる
が，企業が単独で R&Dに取り組んでいると R&

Dの質に限界を有するばかりでなく，R&Dが志
なかばで頓挫してしまったときの痛手もすべて自
社が被ってしまう。R&Dに関わるこのようなリ
スクを分かち合い，もしくは極小化するべく企業
は共同開発に取り組むことが多い。また，R&D

に要する金銭的コストを複数の企業でともに負担
し合ったり，他の企業が有する R&Dの技術やノ
ウハウを獲得したりする目的からも共同開発がと
り行なわれる。第二に，開発プロセスに関する動
機である。研究開発の段階を経て，実際に製品を
つくる段階に進んでもなお，共同開発の動機を見
出すことができる。開発途上で求められる具体的
な資源やケイパビリティを他社に補ってもらう，
もしくは開発プロセスのファスト・サイクル化を
促すといった動機が当てはまるだろう。第三に，
新市場への参入に関する動機である。この動機に
ついて最も分かりやすいケースは，ある企業が外
国企業と手を組むことによって海外市場への製品
導入を進める例である。国内市場に焦点を絞って
みても，新たな製品市場への進出を狙ったり，あ
るいは既存の製品ラインを拡張したりする目的か
ら共同開発が進められる。

5．3 考察
アリババ社と資生堂の共同開発においても上述
の動機があてはまる。R&Dの質を高めたり関連
リスクを分け合ったりする動機はもちろん，開発
プロセスのファスト・サイクル化も目指されてい
る。従来，資生堂（中国）では日本の本社とコ
ミュニケーションをとりながら 1年単位で新商品
が開発されていたという。消費者への直接的なイ

ンタビュー調査など手間のかかる市場調査が主流
になっており，そのぶん商品開発に時間がかかっ
ていた。一方，新設の戦略連携オフィスではアリ
ババ社の天猫新商品開発センターが有するビッグ
データをもとに市場動向を素早くつかみ，「商品
の開発から販売までの期間を通常より数ヶ月も短
縮できる」と陳曦氏（Tモールのビューティ部門
責任者）は述べている（若泉 2019）。さらに新市
場への参入動機もあるが，他にもアリババ社のプ
ライベート・ブランド「淘宝心選」の開発に対す
る応用や同社のチャットアプリ「DingTalk」に
おける資生堂会員からの質問対応など，今回の共
同開発にあたっては複数の動機があげられる（5

の執筆担当：橋田洋一郎）。

６ 中国における OOH 広告

6．1 OOH広告とは
OOHとは Out of Homeメディアの略で，自宅
外で接するメディアの総称である。主に交通広告
と屋外広告を指す。交通広告とは，鉄道・バスな
どの交通機関や，駅などの施設のスペースを利用
した広告の総称である。屋外広告とは街や道路と
いった屋外に掲出される広告の総称である（中
野・井上 2019）。
交通広告の種類には，一般的に電車やバスの車
内外のスペースを活用したものがある。電車内の
中吊り広告，窓上広告，ステッカー広告，吊り革
広告，社内ビジョン，車体広告などである。ま
た，駅，バス停，空港，港湾などのスペースを活
用したものも交通広告の範疇である。駅貼りポス
ター，フラッグ広告，アドピラー（柱巻き広告），
電飾看板などである。
屋外広告の種類には，看板類，ネオン，フラッ
グ（広告旗），（電柱の）巻看板，袖看板などがあ
る。

6．2 BtoC電子商取引とOOH広告
OOH広告との接触は主にオフラインで行われ
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る。実際の看板類やポスターなどとの直接接触が
主流である。OOH広告の特徴のひとつにリセン
シー効果がある。リセンシー効果とは，購買意思
決定の直近に 1回接触した広告の効果と一般的に
いわれているものである。つまり，外で接触した
広告が刺激となり，リアル店舗で広告商品を購買
するという効果が期待できる。駅の売店やコンビ
ニエンスストアで購買するような飲料や雑誌など
に OOH広告が向いているといわれるのはそのた
めである。これは広告へのオフライン接触，オフ
ライン購買の典型例である。
一方で，OOH広告へのオフライン接触がきっ

かけとなりサイトへ誘導したり，ECサイトと連
動することで，広告へのオフライン接触，オンラ
イン購買を促すことも期待されている。従来から
行われている方法としては，広告物に「～検索」
などの検索キーワードを入れて，スマートフォン
や PCなどからブランド・サイトへランディング
させたり，QRコードを掲載してスマートフォン
で読み込んでブランド・サイトへランディングさ
せたりする，クロス・メディア展開が典型例であ
る。
また，最近は交通広告でも屋外広告でもデジタ
ルサイネージ（電子掲示板）が盛んに活用されて
いる。デジタルサイネージとは「屋外・店頭・公
共空間・交通機関など，あらゆる場所で，ディス
プレーなどの電子的な表示機器を使って情報を発
信するシステムの総称」である（デジタルサイ
ネージコンソーシアム 2019）。デジタルサイネー
ジへの接触は多くの場合がオフラインであるが，
デジタルサイネージへの広告配信をインターネッ
トによるネットワーク配信で行ったり，スマート
フォンとの連動が容易にできるようになったり
と，オンラインとオフラインの融合が容易にでき
るメディアである。
山本（2017）によれば，交通広告におけるデジ
タルサイネージの特徴としては，（1）きめ細かい
出稿プランに対応可能，（2）他のメディアとの連
動，（3）アカウンタビリティー（に役立つデータ
収集が可能），（4）コストパフォーマンス，（5）

話題性の喚起，があげられている。話題の喚起で
は，さまざまな ICT技術（例えば AR，キネク
ト，ビーコン，VRなど）を組み合わせること
で，話題を喚起しやすい広告展開が可能になると
指摘されている。

6．3 中国におけるOOH広告の実例
2017年 9月 14日，15日に南京駅，杭州駅およ
び電車内で筆者が撮影した OOH広告のいくつか
を掲載し，そちらから読み取れる中国における広
告展開の特徴について論述する。まずは駅構内の
電飾看板とデジタルサイネージである。
双方とも中国で人気のある女優が起用されてい
る。経営者やタレントなどの広告キャラクターが
前面に押し出されるのは中国の広告クリエイティ
ブの特徴のひとつである。これらの他にも人気女
優が起用された広告物を多く目にした。中国では
タレント広告が盛んに行われている。またデジタ
ルサイネージには QRコードが掲載されていて，
オンラインへ誘導している。
次に電車内広告の事例である。図表 8はヘッド
カバー部分が，図表 9は荷物棚下部が広告スペー
スになっている事例である。いずれも日本の電車
では，広告スペースとしては活用されていないも
のである。また，検索ワードや QRコードが掲載
されていることでオンラインへ誘導している。
中国の OOH広告には日本よりも大きなものが

多く見られ，至る所に広告が掲出されている。広
告規制の違いも大きいであろうが，広告を積極的
に出稿することで消費者を囲い込み，さらにはオ
ンラインへ誘導することを狙った競争が激しいと
考えられる。また，タレント広告やイメージ訴求
が増え，クリエイティブの質も高まっているとも
いえるだろう（6の執筆担当：石崎徹）。
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図表 7 駅構内のデジタルサイネージ

図表 6 駅構内の電飾看板
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図表 9 荷物棚広告

図表 8 ヘッドカバー広告
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